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1は じめ に
本稿の 目的 は、「問題状況 に於 ける協力行動 は如何 に して可能 か」 とい う問 に答 え るこ と
で ある。 ここで い う問題状況 とは、 あ る社会 にお いて発生 して いる望 ま しくない状況 の こと
であ り、 協力行動 とは、その問題状況 を改善 し得 る行動 の ことであ る。現代社会 には問題状
況 が多 く存在 す るが、 中で も本稿 では、個人の合理的な行為 が積 み重 なる ことによ っそ発生
す る問題 に注 目す る。
そ うした状況 は 「社会 的 ジレンマ」 と して捉 え られ、 これを制御す るための方策が研究 さ
れて きた。社会的 ジレンマの制御要因 と して は、制度的 な要 因 と個人的 な要因が あると言 わ
れているが、 その効果 は一様で はな い。 なぜな ら、社会的 ジレンマ として捉 え られ る状況 の
中で も、様 々な種類が あるか らであ る。、そ こで本稿 では、 ごみ(家 庭系の一般廃 棄物)の 減
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量 問題 に焦点をあて、 減量行動 とい う協力行動が如何 に して可能かを検討 す る。
2ご み 問 題 に関 す る 先 行 研 究
ごみ 問 題 解 決 へ の ア プ ロ ーチ に は、 行 政 ・法 制 度 を対 象 とす る もの、 処 理 技 術 を対 象 とす
る もの、 経 済 シ ス テ ムを 対 象 とす る もの、 そ して ごみ を排 出 す る行為 者 そ の もの を対 象 とす
る もの な どが あ る。 ア プ ロ ー チの対 象 に よ り、 効 率 性 や公 平 性 を問題 に した り、 道 徳 性 や 合
理 性 を 問 題 にす る もの が あ る。 本稿 で は、 ごみ問 題 を社 会 的 ジ レ ンマの枠 組 で捉 え る こ とか
ら、行 為 者 個 人 を対 象 と して 、 そ の 意識 や行 動 を分 析 す る個 人 主 義 的 ア プ ロ ーチ を と る。
個 人主 義 的 ア プ ロ ー チで は、 ごみ 問題 に限 らず 広 く環 境 問 題 一 般 を解 決 にむ か わ せ るよ う
な 個 人 の 行 動 や 意 志 決 定 に 影 響 を 及 ぼ す もの と して 、 多 く の 要 因 が 取 り扱 わ れ て い る。
(Thφgersen,1996、ThφgersenandGrunert-Beckmann,1997、Porteretal.,1995、Huffman
eta1.,1995、 広 瀬,1995,Blamey,1998な ど)。 要 因 の整 理 の 仕 方 も様 々 で 、Portereta1,
(1995)やHuffmanetal.(1995)は 、行 動 の前 に影 響 す る要 因 か 行 動 実 行 後 に影 響 す る要 因
か で 分 類 して い る し、 広 瀬(1995)は 、環 境 認 知 、 態 度 、 行 動 評 価 の三 つ に分 類 して い る。
こ こで は、 便 宜 的 に行 為 者 の意 識 や 属 性 を 中心 に、 表1の よ うに整 理 して み る。
表1:ご み 原 料行 動 に影 響 す る要 因
§問題状況 に関す る こと
環境 リスク認知(心 配度)、 責任帰属認知、問題 に関す る公正感
§行動 に関す ること
行動 に関す るコス ト・便益感、行動 の有効性感覚、行動 に関 す る知識、個人的規範
§行動 を取 り巻 く環境




環境保護意識、環境 問題 に関す る知識、政治的傾向、地域意識
表1の 各要 因 は、 必 ず し も網 羅 的 な もので はな いが、 ごみ 問題 に 関す る個 人 主 義 的 な ア
プ ロ ーチ の か な りの部 分 を カバ ー して い るだ ろ う。 先行 研 究 で は、 これ らの要 因 の うち の い
くっ か を取 り上 げ、 ごみ 問題 に関 す る行 動 や、 行 動 へ の意 図 を説 明 しよ う と試 み て い る。 し
か し、 デ ー タ を分析 した 結 果 は、 各 要 因 が有 意 な効 果 を 持 っ か 否 か、 研 究 に よ って ば らっ き
が あ る(Oskampeta1.,199、Thφgersen,1996、Balderlahn,1988・ 広 瀬,1995、Dahlstrand
andBiel,1997)o
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要 因 の効 果 に関 す る矛 盾 の 原 因 は、 い ろ い ろ と考 え られ る。 まず、 研 究 に よ って説 明変 数
と して投 入 され る要 因 が異 な る とい う こと。 そ して、 対 象 とな る行 動 の違 い、 調 査 対 象 地 点
に お け る行 動 に関 す る環 境 の違 い もあ る。 同 じ概 念 で も調 査 票 上 の言葉使 いが異 な る とい う、
測 定 の 問題 もあ るだ ろ う。 投 入 され る変 数 の問 題 や 測 定 の 問題 は、 方 法 論 的 な問 題 と して改
善 す べ きで あ る。 行動 の違 い や環 境 の違 い の問題 か らは、 「同 じ ごみ 問 題 に関 す る行 動 で な
ぜ 異 な る結 果 が で るの か」 とい う疑 問 が 出 て くる。 そ こか ら、 結 果 を異 な らせ る要 因 を さ ら
に探 求 し、 よ り一 般 的 な制 御 可 能 性 を探 るべ きだ ろ う。
どの よ うな要 因 を説 明変 数 と して投 入 す るか、 そ して要 因 間 に どの よ うな関 係 を予 測 す る
か は、 そ の研 究 が どの よ うな意 志 決 定 の モ デ ル に依 拠 して い るか に大 き くかか わ る。 中で も、
態 度 ・行 動 モ デ ル と利 他 主 義 的 モ デ ル が、 先 行 研 究 で よ く見 受 け られ る モ デ ル で あ る 。
Thφgerson(1996)、TaylorandTodd(1997)、 広 瀬(1995)は 、 個 人 主 義 的 ア プ ロ ー チ の 中
で は、 態 度 ・行 動 モ デ ル が も っ と も広 く使 わ れ て い る も の と して い る。TaylorandTodd
(1997)やSchultzandOskamp(1996)な ど も態 度 ・行 動 モ デ ル を利 用 して い る。.一 方 で 、
VanLiereandDunlap(1978)、Blamey(1997)、Karp(1996)、ThφgersenandGrunert-
Beckmann(1997)な ど は利 他主 義 モ デ ル に基 づ いて お り、 も う一 方 の極 と して 利 他 主 義 モ
デ ル の存 在 が あ る と言 え る。
ど うい った モ デ ル に基 づ いて分 析 を行 うか は、 対 象 とな る行 動 や 状況 を どの よ うな枠 組 で
と らえ るの か 、 また様 々 な要 因 の うち ど れ を選 ぶ の か、 と い う観 点 の研 究 者 に よ る選 択 で あ
る。 しか し、 行動 に よ って、 また 同 じ行 動 に よ って も状況 に よ って どの要 因 が 効 い て くるか
は異 な るだ ろ う。
本 稿 で は、 既 存 の特 定 の モ デ ル に依 拠 す る こ とな く、 表1に あ る各 分 野 の要 因 が 、 す べ て
意 志 決 定 に影 響 す る とい う立 場 に た って 、 分析 を進 め て い く。 ま た対 象 とな る行動 の違 いは、
影 響 す る要 因 の効 果 が研 究 毎 に異 な る原 因 の一 つ で あ る と延 べ たが 、 最 近 は、 そ う した観 点
か ら複 数 の行 動 に 関す る デ ー タを比 較 す る研 究 が 増 え つ っ あ る(Berger,1997、Thφgersen
andGrunert-Beckmann,1997、DiekmannandPreisend6rfer,1998)。 そ こで 、 単 純 に一 っ の
行 動 に関 して影 響 す る要 因 を探 るの で は な く、 複 数 の行 動 を 比 較 して、 影 響 す る要 因 の違 い
を検 討 す る。 さ らに、 最 近 の研 究 の傾 向 と して投 入 す る説 明 変 数 の数 を多 く して説 明力 を高
め よ う とす る もの が あ る。 モデ ル を複 数 にす る こ と に よ って説 明力 が上 が る の は、 あ る意 味
当 然 の こ とで あ る。 本稿 で は、 これ とは反 対 に、 極 力少 な い説 明変 数 で簡 単 な モ デ ル を提 示
す る こ とを 指 向 す る。
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3分 析す るデ ータと要因の概要
分析 の対象 となる調査 は、1993年11月 に仙 台市 内の全世帯 を母集団(約36万 世 帯。 実査 対
象 は確率比例抽 出法 によ り1500世 帯 を抽出 した。)と して実施 した 「生 活 と環境 に関 す る仙
台市民意 識調査」で ある。調査方法 は、郵送 を併用 した留 め置 き法で、調査票 を送付 した宛
名 は世帯 主で あ ったが、調査票 の記 入 は 「家事 を主 に担当 している方」 にお願 い した。有効
回収 率 は1228票 で、回収率 は81.9%で あ った。
説 明の対 象 となる減量行動 は、具体 的 には以下 の三 つの行動 である。
・ 「資源回収 に協力す る」(資 源回収)
・ 「過剰包装 を断 る」(過 剰包装)
・ 「使 い捨て商晶を買 わな い」(使 捨商 品)
資源 回収 は、 ごみ と して排 出 され る紙 資源 な どを再利用 に回す ことで、 ごみの減 量 に貢 献
で きる。過 剰包装 と使捨 商品 は、 それぞれ商 品購入時点 で、 ごみ になる ものが少 な くな るよ
うにす る購 買行動 で ある。そ して ここで は、表2の 各要因 を分析 に投 入す る。 〆
4協 力 の条件 ・
各要 因 は、 それぞれ行動 の協力意志 になん らか の効果 を持つ。以下で は、規範 意識、 コズ
ト感、心配度 の三要 因を説 明変数 として、協力意志へ の影響を分析す る。 この三要 因 は、 各
要 因を数量化 皿類 で分類 して抽 出 された代表 的な要因 である。次 に、プール代数 を利用 して、
協力意志 と要 因の関係 を整理 し、「協 力の条件」 を探 る。
ここで、 各要 因を表3の よ うに二値 の記号で考え る。各要因を表す記号 は、小文字 が非協
力 的、大文字 が協力 的 とな っている。 したが って、三要 因の可 能な回答パ タンは、最 も非協
表2:ご み減量行動 に影響す る要 因
§問題状況 に関す ること
ごみ問題心配度
§行動 に関す る こと
コ ス ト感 、 有 効 性 評 価 ・







表3:変 数 の高低 を表 す記号





力 的なncpか ら、最 も協 力的なNCPま で、8つ のパ タ ンが存在 し、 その いずれ か1っ を各
回答者 が持 っ ことにな る。 そ して、 あるパ タンを持っ回答者 の集 団において、協力 的な協 力
意志 を持 っ人の割合(協 力率)を 見 る。協力率が50%を 超 えて いれば、 そのパ タンは 「協力
的なパ タ ン」(W)と 考 え、それ以下 であれば 「非協力的 なパ タ ン」(w)と 考 え る(表4)。
そ う した上 で、 協力 的 なパ タ ンであ るか否 か(W/w)を 被 説 明変 数 と し、 規 範 意 識
(N/n)、 コス ト感(C/c)、 心配 度(P/p)を それ ぞれ説明変数 と した プール演 算 を行 う。
例 えば、表4の 資 源回収 で もパ タンNCPは 協 力的(W)で パ タンnCPも 協 力的(W)で
あ る。 ここか ら、 コス ト感 が低 くかつ心配度が高 い状態(CP)で あれば、 規範 意識 の高低
(N/n)に 関係 な く、協力意志 が高 くな ることがわか る。パ タ ン全 て に関 して同様 な演 算 を
繰 り返す と、協力 的なパ タンに備 わって いる条件 が明確 にな る(表5)。
基本 的に、 いずれの行動 において も規範意識 が高 まる(N)こ とが重要で あ る ことが 見 て
とれ る。 ただ し、規範意識 を中心 に してみた場合、行動毎 に条件 の厳 しさに差が ある。使捨
表4:三 要 因の回答パ タ ンと協 力意志



























条件 N十CP N NC+NP
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商品 は規範意識 にあわせて コス ト感か心配度 が協力 的にな っている必要が あ り、過 剰包装 は
規範意識 のみ、資源回収 は規範意識のみか さらには規範意識 が低 くと もコス ト感 と心配度の
両方 が改善 されて いればよい。 つ まり、使捨商 品→過剰包装→資源回収 の順で協 力のため に
必要 な条件が緩 くな って いるのであ る。
5協 力 基 準 値 と協 力 条 件 の 変化
前 節 の 分 析 で は、 被 説 明 変 数 とな る 「協 力/非 協 力 」 の基 準 を50%に した。 これ は ま っ た
く恣 意 的 な もの で あ る。 そ こで 、 この基 準 が変 動 した と きに、 上 記 の 結 果 が どの よ う に変 化
す るの か 、 結 果 の 頑 健 性 を 見 て み る。
図1は 、 基 準 値 の 変 化 を縦 軸 に と り、 各 行 動 毎 の協 力 条 件 の変 化 を 見 た もの で あ る。 例 え
ば、 資 源 回 収 に関 して は、 基 準 値 を28.8%未 満 にす る と、 す べ て のパ タ ンが 協 力 的 な パ タ ン
とな るの で、 「無 条 件 協 力 」 に な る。 しか し、基 準 値 を28.8%以 上42.4%未 満 で考 え ると、ncp
だ け が非 協 力 的 な パ タ ンにな り、 「N,C,P」 が 協 力 の 条 件 に な る。 そ して 基 準 値 が8パ タ
ンの 中 で最 高 の協 力 率 を越 え る と、 どの パ タ ン も非 協 力 的 と い うこ と に な り、 「無 条 件 非 協
力」 に な る。 この よ う に、 図1を 見 る と、 あ る基 準 値 で 協 力 意 志 を達 成 した い場 合 に、 必 要 、
にな る要 因 の条 件 が わ か る。 逆 に、 あ る条 件 が揃 え ば どの く らいの協 力 率 が期 待 で き るか も
わ か る。
条 件 の変 化 の境 界線 は、8つ の パ タ ンそ れ ぞれ にお け る協 力 率 に依 存 す る。 ま た、 どの よ
うな条 件 が 出 て くるか は、8パ タ ンの協 力 率 が基 準 値 に対 して高 い か低 い か、 協 力 的 なパ タ
ンが どれ と どれ にな るの か、 に依存 す る。 した が って 、 各 条 件 が もっ 「幅」 は、 そ の条 件 の
境 界 とな る協 力率 を 持 つ パ タ ンが、 そ の前 後 のベ タ ンと比 較 した場 合 に 持 っ協 力 率 へ の影 響
の 強 さを表 す。 また、 基 準 値 の変 化 に伴 う条 件 の変 化 は、8パ タ ンに お け る協 力 率 の高 さの
順 番 に依 存 す る。 表6は 、 行 動 毎 に8パ タ ンを協 力 率 の 順 番 に並 べ た もの で あ る。 これ を見
る と、過 剰 包装 の3番 目、4番 目(nCPとnCp)、 資 源 回 収 の6番 目、7番 目(NcPとNCp)
が、 そ れ ぞ れ他 の2行 動 と順 番 が入 れ替 わ って お り、 そ れ以 外 は3行 動 で 同 じにな って い る。
これ を 反 映 して 、 図1で は、下 か ら4番 目 の条 件 と上 か ら3番 目の条 件 が異 な るだ け で、 後
はす べ て 等 しい。
ただ し、 協 力 的 な 要 因 の数 が 等 しい パ タ ン(例 え ばnCpとncPやNCpとNcPな ど)は 、
協 力 率 の値 が 近 く、 統 計 的 に有 意 な 差 はあ ま り見 られ な い。 した が って、 各 パ タ ンの協 力 率
の順 番 は、 厳 密 に は表6の 通 りで な い可 能 性 が あ る。 そ こで 、 図1に 関 して も、 詳 細 な条 件
の違 い に は こだわ らず 、 大 まか な 条 件 の変 化 に の み注 目す る。
































































図1:協 力 の基準値 と協 力条件
表6:各 パ タ ンの協力率 の順番













単独条件 と してのNは かな り高い基準値 まで協力率 を もた らす。 その結果 、Nが 入 って
こな い条件CPは 、協力的な要 因が2っ 揃 っているに もかかわ らず、単独条件 のNよ り も効
果が小 さい。NCとNPは 、 どち らも大 きい効果 があるが、 その優劣 は付 けがた い。
3要 因の変化 によって協力率 に影響が与え られ る幅(無 条件協力 と無条件非協力 を除 いた
部分=条 件付協力)は 、 資源 回収67.8%過 剰 包装72.8%使 捨商品70.1%と いずれ もほぼ70%で
あ る。 っま り、行動 が異 な って も3つ の要 因が与 え得 る影響力 とい うのはほぼ等 し'いと考え
一482一
られ る。
「無 条件協 力」 の部分 は、3つ の要 因のすべてが非協力的で も達 成 で き る協 力 率で あ る。
したが って この部分 は、 その行動 が 「習慣化」 して いる割合 と考え ることもで きるだ ろう。
「無条件 非協力」 の部分 は、3つ の要 因のすべてが協力的で も達成できない協力率である。
この部分 の協力率 を達成 す るには、3要 因以外 の何か を変化 させ る必要 があ るとい うことで
あ る。
「無条件協力」 と 「無条 件非協力」 の割合 は、行動毎 に異 なる。 「無条 件協 力」 が一 番多
いのは資源 回収 で少 ないの は使捨商品であ る。「無条 件非協 力」 はその逆 になる。 ここか ら、
資 源回収 は基 準値が高 くと も緩 い条件 を維持す ることが可能 で、反対 に使捨商品 は基準 値 が
低 くな いと緩 い条件 を維持す る ことが出来ない、 とい うことがわか る。
このよ うに、協力の基準値 を変化 させてみて も、規範意識 が重要 な役割を果たす ことが わ
か る。 では、協力意志 を高 めるためには、規範意識 だけに注 目して、改善策を練れば よいの
だろ うか。答 えは否で ある。 なぜ な ら、 行動毎 にパ タンの分布 が異 なるか らである(中 好 ら,
1996)a
C
6要 因 の構 造
図2、 図3、 図4は 、 各 行 動 に関 して 、3要 因 の 回答 パ タ ンの分 布 を 示 した も の で あ る。
各 回答 パ タ ンは、 最下 段 は最 も非 協 力 的 なncp、 最 上 段 は最 も協 力 的 なNCPを 配 置 し、 協
力 的 な 要 因 の数 が 等 しいパ タ ンが横 に並 ぶ よ う にな って い る。 協 力 的 な要 因 の数 が 等 しいパ
タ ンの集 合 を 「レベ ル」 と考 え、 各 レベ ルの 右端 にそ こに属 す る回答 者 の実数 を示 して い る。
ま た各 パ タ ン毎 に、 そ の パ タ ンに属 す る回 答 者 の数 が レベ ル に 占 め る割 合(お よびそ の実数)
と、 そ の パ タ ンにお け る協 力 率 を示 して い る。例 え ば、 資 源 回収 のNcpは 、 全 回 答 者1195人
中 、協 力 的要 因 が1っ だ け の レベ ル387人 が いて 、 そ の レベ ル でNcpが 占 め る割 合 は67.4%
(261人)で あ る。 またNcpに お け る協 力率 は83.1%で あ る。
各 パ タ ンは、 要 因 の うち1っ だ け を変 化 させ て 到達 で き るパ タ ン同 士 を線 で 結 ん で い る。
こ こで、 行 為 者 は3つ の要 因 に 関 す る態 度 を変 化 させ る と き、1つ ず つ しか 変 化 さ せ な い 、
と仮 定 す る。 す ると、各 パ タ ンお よび そ れ らを結 ぶ線 は、3要 因 に 関 す る態 度 の可 能 な変 化
の道 筋 を表 してい る と考 え られ る。 っ ま り、8つ のパ タ ンとそ れ らを結 ぶ線 は、3要 因 に関
す る潜在 的な構 造 を表 す ので あ る。
と ころで、 図2、 図3、 図4か らわ か るよ うに、 各 パ タ ンの頻 度 は均 一 で は な い。 多 く観
察 さ れ るパ タ ン、 ほ とん ど観察 され な いパ タ ンな ど、 様 々 で あ る。 潜 在 的 に は・8っ のパ タ
ンす べ て が観 察 され る可能 性 が あ るわ けだ が、 実 際 に は、 一 部 の パ タ ン に偏 って 出現 して い
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る。 そ こで、 観 察 さ れ る頻 度 が多 いパ タ ンとそ の パ タ ン同士 を連 結 す る線 を、 観 察 さ れ た要
因 の 構 造 と考 え る。
観 察 頻 度 が多 い か否 か の判 断 基 準 は、 各 レベ ル にお い て そ の パ タ ンが 占 め る割 合 に着 目す
る。 図 の2段 目3段 目 で は、、同 レベ ル に3パ タ ンず つ あ るの で、 レベ ル 中 で33.3%を 超 え る
パ タ ンを、 出現 しや す いパ タ ンと考 え る。ncpとNCPは 同 レベ ル にそ れ 自身 しか な い の で 、
そ の ま ま構 造 に取 り込 む。
図2、 図3、 図4で 、 太 線 で結 ばれ た パ タ ンが、 基 準 値 を超 え たパ タ ン同士 を結 ん だ もの
で あ り、 各 行 動 で観 察 され た要 因 の構造 を表 す。 例 え ば、 資 源 回収 で はncpか ら レベ ルが 上
が る場 合 に はNcpが と られ や す く、 そ の後NCpま た はNcPを 経 てNCPま で変 化 し得 る。
こ う して み る と、 行 動 毎 に異 な る構 造 が観 察 され る こ とが わ か る。
こ こで は、 観 察 さ れ た構 造 が そ の行動 の要 因 に関 す る態 度 変 容 の経 路 で あ ると考 え て い る。
そ こで、ncpか らNCPへ 変 化 して い く道 筋 を考 え る と、nか らNへ の 変 化 が ど の段 階 で 発
生 す るか で、 行 動 毎 の違 い が 区別 で き る。 資 源 回収 で は、ncpの す ぐ後 にNが 変 化 しや す く
な って い る。 過 剰 包 装 で は、nCpの 後 、 使 捨 商 品 で はnCPの 後 に な っ て い る 。 資 源 回 収 で
は、 コス ト感 や心 配 度 が協 力 的 に改 善 され る こ とが な くて も規 範 意 識 が 高 ま りや す い構 造 を
持 って い るの に対 し、 過 剰 包 装 で は、 コ ス ト感 が低 くな って か らで な い と、 また 使 捨 商 品 で
は コス ト感 が低 ま り、 かっ 、 心 配 度 が高 ま らな い と規 範 意 識 は高 ま らな い構 造 にな って い る
ので あ る。
中野 ら(1996)は 、 こ う した構造 の違 い を 「規 範 先 発 ル ー ト」'(資 源 回収)、 「規範 後 発 ルー
ト」(使 捨 商 品)、 と名 付 け、過 剰 包装 を そ の 中間 型 と位 置 付 けて い る。
フ まとめ
先述 のプール代数 を用 いて導 出 した協力 のための条件 で は、規範意識 が重要 な役割 を果 た
す ことがわか った。 しか しなが ら、3っ の要因 には図2、 図3、 図4の よ うな構 造 が あ り、
それを前提 とす ると、一概 に規範意識 だけを高 めることに留意 すればよい とはいえない、 と
いうことがわか る。
最 も非協 力的なパ タ ンncpに 属す る人達を中心 に して考 え ると、資源回収で は規範意識を
高 め る方 策だ けを考えて も、 それで効果が期待で きるが、過剰包装 と使捨商品で は、 それぞ
れ規範意識 が高 まる前提 とな るコス ト感や心配度 を改善 してか らで ない と、規範 意識 に関す
る方策 の充分 な効果 が期待で きないのであ る。
環境庁 のWWWペ ー ジでは、 ごみ を増や さない よ うにす るため に"3っ のR"の 実行 を









































































































範意識 を喚起 しようと して も、協力意志 には必ず しも結 び付かないのであ る。行動 の種類 に
よ って、 問題状況 の情報 を流 して心配度を喚起 した り、 コス ト感 を感 じないよ うな技術 や制
度 を促進 させ る、 な どとい った方策が と られた後 でない と、規範意識 ひいては協力意志 に結
び付 かない ことがあ ると思 われ る。
以上 のよ うに、 ごみ減量行動 に関す る協 力意志 を高 め協力行動 を促進す るには、当該行動
の協力 の条件 を知 るだけでな く、要 因の構造 を明確 に して、 目的 にあ った効 果的な方策を立
て る必要 があるのである。協力 の条件 は、条件 の組合せ の変化 として は行動毎 に大 きな差 は
見 られ ないが、無条件協力(無 条件非協力)の 高 さに差 が見 られ た。 また、要 因の構造 は行
動 毎 に明確 な差が見 られ た。
で は、協力の条件お よび構 造 は、 それぞれ何 に規定 されて いるのだ ろうか。
一 つ には、 各行動 それ 自体 が持 つ特質 の影響が考え られ る。例 えば、対人接触 の有無 であ
るとか、 消費 と排 出の場面 の違 いなどで ある。 も う一 つ には、普及度 の違 いが考 え られ る。
協力意志 の高 さが実 際 に行動 を実行 して いる人達 の割 合をあ る程度反映 していると考え ると、
資 源回収、過剰 包装、使捨商 品の順番で普及度が高 いことにな る。
また、 同 じ行動 で も協力率 の異 なる年 代別 に意識 の構造 を分析す る と異 なる構造 が導 出さ
れ る。例 えば、過剰包装で は、50代 以上 は他 の年代 と比 べる と協力率が高 い。 そ して、50代
以上 の回答者 の意識 の構造 は他 の年代 と異 な り規範先発型 の構造 を持っ。
普及度が高 いと、 その行動 はその社会 で 「習慣」 として受 け止 あ られ、 「無条 件協 力」 が
増加 す る。普 及度が高 いと、「他人がや って いる」 ことか らその行動 を 「実 行 すべ きだ」 と
受 け止 めやす くな り、 コス ト感や心配度 が改善 されな くとも規範意識が高 まりやす い。
この よ うな ことが普及度仮説 か ら考 え られる。普及度仮説 は、 あ る意 味 トー トロジー的で
あ る。 しか し、時間の流 れの中で行動 の変化 を考え る場合、前 時点での社会全体 での行動 の
状態 を参照 す るの は、正 当な考 え方 だろ う。
Thφgersen(1996)は 、協力行動 として新た に導 入 された行動 は、 導入 時期 に社会 規範 の
影響 を受 け る、 その後、行動 の繰 り返 しによって規範 が内在化 される と、社会的規範 よ りは
個人的(内 在化 された)規 範 に影響 を受 けるようにな る、 と主張 して いる。本稿で用 いて い
る 「規範意識」 は、Thφgersen(1996)が 言 う個人 的規範 と完全 に同一 の概 念 で はな いが、
彼 の主張 は上記普及度仮説 を支持す るものになるだろ う。
残念なが ら、 ここで は普及度仮説 を検証 で きる明確 なデータがな い。 したが って、条件 の
違 い、構造 の違 いの説 明 は、 あ くまで も仮説 と して しか提示 で きない。普及度仮説の検証 は、
今後 の課題 と したい。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
現代社会 には様 々な形 の社会 問題 が存在す るが、環境問題 を初 め多 くの問題 は 「社会的 ジレ
ンマ」型 であ ると考 え られてい る。 ここで社会的 ジ レンマ とは、個 々の行為者 の欲求追求行動
が社会 的 に集積 し、 社会 的不利益 が もた らされ、 それが結局 は個 々の行為者 に とって も不利益
にな る、 という問題 で ある。:本論文 は、 そのよ うな社会問題 が発生 している時、 その問題状況
を解決 す るための協力行動 を どのよ うに した ら促進す ることがで きるのか、 とい う基本 的な問
題意識 の下 に、問題解決 に貢献 す る協力行動が如何 に して可 能かを、 ごみ減量問題 に関す る調
査 データを もとに検討 してい る。
「第1章 序論」で は、本論文 の問題意識お よび事例 とす るごみ問題の 現 状 が確認 され る。
本論 文 は、「問題状況 にお ける協 力行動 は如何 に して可能か」 とい う問 に答 え るこ とを目的 と
している。具体的問題状況 と しては ごみ減量問題 をと りあげ、 この問題 を個人 の合理的行為 が
集積 して非合理的 な結果 が生 じるとい う社会的 ジ レンマ と して捉 えている。社会的 ジレン々の
制御要因 としては制度 的な要 因 と個人的 な要因が あると言 われてい るが、 その効果 は一様 でな
い。 なぜ な ら、社会的 ジレンマ として捉 え られ る状況の中に も、様 々な種類があるか らであるσ
そ こで本論文 で は、現代社会 に共通 の問題で あるごみ減量 問題 に焦点 をあて、減量行動 とい う
協力行動 が如何 に して可能 かを検討 して いる。
「第2章 ごみ問題 に関す る先行研究」で は、特 に個人 の行為 の観点 か らごみ問題 を分析 し
て いる先 行研究が検討 され る。 ごみ問題解決への アプローチに は、 その対象 とす る ものや方法
論 によって い くつかの種類 があ るが、本論文で は、 ごみ問題 を社会 的 ジレンマの枠組 で捉 え る
ために、行為者個人 を対象 としてその意識や行 動を分析 す る 「個人主義的 アプ ローチ」 を採用
す る。個人主義的 アプローチでは、 これまで、協力行動 に影響 す る要 因 と して、 問題状況 に関
す ること、行動 に関す ること、行動 を取 り巻 く環境、行為者 の属性、行為者 の一般的意識 な ど
が検討 されて きた。そ して、 それ らを どのよ うに協力行動 に関係 づ けるか、 という点に関 して、
期待効用 モデル、態度 ・行動 モデル、利他主義モデルな どが提 唱 され実証的に検討 されて きた。
しか し、先 行研究 において、各要因 の影響 の仕方や程度 は一様 でない。 これ は、各研究 が依拠
している理論 モデルの違 いや対象 となる具体的行動 の違 いな どのため と考 え られ る。 そ こで本
論文で は、特定 のモデルに依拠す ることな く一、各種の要 因がすべて意志決定 に影響す るとい う
立場 に立 って、分析 牽進め る。 また、単純 に一つの行動 に対 して影響 す る要 因を探 るのではな
く、複数 の行動を比較 して、影響す る要因 の違 いを検討 す る。
以上 の議論 を踏 まえて、「第3章 分析す るデー タと要因 の概要」で は、 それ以 降で分 析 の
対象 とな る調査 デー タの概要 を述 べる。分析 の対象 は、1993年11月 に仙 台市 で実 施 した調 査票
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調査 のデー タであ る。説 明の対象 となる減量行動 は、「資源回収 に協力す ること」(以 下、資源
回収)、 「過剰包装 を断 ること」(以 下、過剰包装)、 「使 い捨て商品 を買わな いこと」(以 下、使
捨商品)で あ り、 この3っ の行動 における協力意志 を分析対象 と した。 また、 それ らの行動 に
影響す る要因 として、 ごみ問題 に関す る心配度、減 量行動 の実行 に伴 うコス ト感、減量行動 の
有効性 につ いての評価、 ごみ減量行動 につ いての規 範意識、他者 の行動認知、 自然観、 さ らに
行 為者 の属性 を取 り上 げる。全 ての行動で、「コス ト感」が負 の効果を、 それ以 外 の要 因 が正
の効 果を もっ傾向 にある。 ただ し、「自然感」 には有意な効果が見 られない。
「第4章 減量行動 に影響す る要 因」 は、行為者 ゐ合理 的意志決定 とい う観点か らごみ減量
行動 の実行 ・不実行 を分析す る。 ここで は、 ごみ減量行動一般 に関 して感 じている 「コス ト感」
の高低 によ って行為者 を類別 し、減量行動一 般の実行 との関係 を分析 している。減量行動 につ
いての コス トだ けが行為者 の減量行動を規定す るな らば、減量行動 のコス トを高 く感 じた とき、
合理 的行為者 は減量行動 を実行 しないはずであ る。 た しかに、高 い 「コス ト感」 は減量行動一
般 を実行 させない方 向への影響 を持 って いる。 しか し、 コス トを高 く感 じなが らも減量行動 を
実行 している 「非合理的」 な行為者 も少なか らず存在す る。 そ こで、「コス ト感」 以 外 の影 響
す る要因 を計量 的に探索す る と、前述 の要 因の中で は、「規範意識」 が行動 の実行 ・不 実行 を
区別す る力が強 い。 また、 「コス ト感」 と 「規 範意識 」 の間 に は交互 作用効 果 が あ り、 高 い
「規範意識」 が あると 「コス ト感」 が減量行動一 般の実行 に影響 す る効果 が弱 くな る とい う結
果が得 られ てい る。
「第5章 要因 の影響」で は、 ごみ減量行動 の協力意志 に影響す る要 因を整理 ・分類 し、取
り上 げるモデ ルを簡略化 して いる。各行動 の協力意志 を被説 明変数 と し、影響 す る要 因を説 明
変 数 と して ログ リニア分 析 に投入 す ると、行動毎 に異 なるモデルが抽 出 され る。説 明変数 はお
互 いに影響 しあい、 モデル は複雑 な ものになる。そ こで、影響 す る要 因を数量化 皿類 に投入 し
て、分 類を試 みて いる。 その結果、本論文 で取 り上 げた要 因 は3つ の グルー プに分類 され る。
各 グル ープの代表 と して、「規範意識」、「コス ト感」、「財政心配度」 を取 り上げて、「協力意志」
との関係 を分析す ると、 「過剰包装」 につ いて他 の行動 と異 なるモデルが抽 出 され る。 各 行動
とも、3っ の要 因が 「協力意志」 に独立 に影響 す る一方 で、「資源回収」 と 「使 捨 商品」 で は
「規範意識」 と 「心配度」 の間 に関連 が見 られる。「過剰包装」 では、「規範意識」 と 「心配度」
「協 力意志 」 の間 に3次 の交互作 用効果 があ る。全 ての行動で、「規範意識」が もっと も強 い影
響力 を協力意志 に対 して持 っ。 この分析で は、利他主義 モデル的メカニズムと期待効用 モデル
的 メカニズムがそれぞれ観察 された ことにな る。
以下 では、前章 で取 り上 げ られた 「協力意志」・「コス ト感」・「規範意識」・「心配度」 に注 目
して分析 をすす め る。
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「第6章 協力 の条件」 で は、 プール代数分析を応用 して、要 因間の交互作用効果 をよ り詳
しく検討す る。 その結果、以下 の点が明 らか にな った。(1)「規範意識」の効果が もっとも強い。
(2)協力的 な要因 が多 い ほど協力率 が上が るが、「コス ト感」 と 「心配度」の改善 は 「規範意 識」
のみの改善 よ りも効果 が低 い。(3>要因 の組合せ によって効果 が異 な る交互作用効果が ある。(4)
3つ の説明変数 によ る説 明力 は各行動 とも70%ほ どで ある。(5)行動 によ って無条件協力 ・非協
力 の割合が異 なる。以上 の点 である。
さ らに 「第7章 要 因の構造」 では、「規範意識」、「コス ト感」、「心配 度」 の3要 因 を部分
順序尺度解析(POSA)を 基礎 とした分析 に投入 し、要 因の構造 を明 らかにす る。その結果、
「資源回収」 で は 「コス ト感」や 「心配 度」 の改善 な しに 「規範意識」が高 ま りやす い(「 規範
先発 ルー ト」)の に対 して、「使捨商品」 の場合 には 「コス ト感」 と 「心配度」 の両方 が改善 さ
れた後 に しか 「規範意識」 が高 ま らない(「 規範後発 ルー ト」)こ とが明 らか にな った。 ま た、
「過剰包装」 はコス ト感 の改善のみで 「規範意識」が高 ま りやす くなる 「中 間型 ル ー ト」 を持
っ ことが判明 した。
最終章で ある 「第8章 ま とめ」で は、以上の各章で得 られた知見 を踏 まえて、結論 が述 べ
られ る。第6章 まで の分析 で確認 され たことは、 ごみ減量 問題 とい う問題状況 の解決 に対 して
協力的 な意志 を持っ ためには、上述 の3っ の行動 のいずれ において も、 「規範意 識」 が もっ ど
も重要 な役割 を示す、 とい うことで あ った。 しか し、 その ことか ら、 「問題状 況 にお ける協 力
行動 は、規範意識 を高 める ことで可能 になる」 との結論 を本論文 が導 いたわけではない。第7
章 の分析か ら分か るよ うに、』一 口に ごみ減量行動 とい って も、行動毎 に異 なる意識 の構造が存
在す る。 この知見 を もとにす ると、一概 に 「規範意 識」 を高 め ることのみで協力へ の意志 が効
果的 に高 め られる とは言 えないので ある。す なわち、 「資源回収」 のよ うな 「規範 先発 ル ー ト」
型 の行動で は、「コス ト感 」や 「心配度」 に関係 な く、「規範意識」 の高揚 を期待 す ることがで
きる。 しか し、「使捨 商品」 の よ うな 「規 範後発 ルー ト」 型 の行 動 や 「過剰 包装」 の よ うな
「中間型 ルー ト」型 の行動 で は、 同 じことを期待す る ことはで きない。「規範後発 ルー ト」 の場
合 には、「コス ト感」 の改善 と 「心配度」 の高揚がないと規範意識 は高 まりにくく、「中間型ルー
ト」 の場合 には、「コス ト感」 の改善 がな いと 「規範意識」 は高 ま りに くい。 つ ま り、 規 範先
発 ルー ト以外 の構造 を持つ行動 では、「規範意識」 を高 める前 に 「コス ト感」 の改善 や 「心配
度」 の高揚 などを行 うことが必要で ある。「窺範意識」 のみを高 あよ うと して も、 その効 果 は
期待 で きない。す なわち、構造 に留意 しなが ら制御要 因を決 め ることが、減量行動 を制御す る
ための効果的 な方法 なので ある。 しか も、 この ことは、減量行動 を超 えて応用す る ことが可能
であ る。本論文 の分析で は3つ の行動 に関 して、「規範意識」、「コス ト感」、 「心 配度 」 の3要
因 を取 り上 げたが、 これ らにか ぎらず、 どのよ うな行動 の制御要 因を考 えるに して も、 その影
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響 の強 さだ けで な く、構 造(す なわち、行為 に影響 しうる要因間 の順序や交 互作用)と いう観
点 か らも、 制御 の方法を検討 しな ければな らない。 これが、 ごみ問題 に限 らず、一般 に問題状
況 におけ る協 力行動 を効 果的 に促進す るための方策で ある。
以上 のよ うに、本論文 は、 これまで主 に理論研究や実験研究 で見いだ されて きた社会 的 ジレ
ンマの制御要 因を、社会調査 デー タを用 いて分析 した計量 的実証研究 である とともに、 ごみ減
量問題 を事例 とした環境社会学的研究で もある。 人間行動 に着 目して ごみ問題 を実証的 に分析
した研究 は、特 に国 内において は少なか ったが、 本論文 は、計量分析 によ って抽 出 した簡潔 な
モデルを基 に、単 に各制御要因 の効果 の大 きさだけでな く、要因間の関係 に着 目す ることによっ
て、制御 の効果 的な順序 につ いて明 らか に した。 これ は、政策 的に有用 な含意 を持っ だけで な
く、社会科学 の基本 問題 である規範や秩序 の生成 に関する研究 に影響 を与 え得 る もので あ る。
また、以上 の分析 に際 しては、既存の分析手法 を適用す るだ けで な く、 プール代数 を用 いた新
たな分 析手法 を提示 して いる点 にも注 目すべ きで あ る。論 の進 あ方や展 開、分析手 法の選択 な
どにお いて、 なお改善 しうる点 は見受 けられるが、重要な未開拓の領域 に取 り組 み、技 法の革
新 を しっっ有効 な知見 を得 たことは、行動科学 における研究の範型 と して高 く評価 で きる。
よって本論文 の提出者 は、博士(文 学)の 学位 を授与 され るに十分 な資格 を有 す るもの と認
め られ る。
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